
社会的企業（※）に関心を持つ研修生を受け入れ、インターンシップ
（職業体験）研修を実施していただく 『研修生受入機関』 を募集します。

※ 社会的企業とは、少子化、環境被害、地域の衰退などの社会的課題について、事業性を確保しながら、
自主的かつ積極的に解決に取り組むＮＰＯ法人等をいいます。

《三遠南信地域社会雇用創造事業 》

社会的企業人材創出・インターンシップ事業
事業主体：三遠南信地域連携ビジョン推進会議（ＳＥＮＡ）

≪研修生受入機関への交付金≫

原則として研修が終了し、関係書類の提出が確認された後に、研修生受入機関には、研修生一名の受入れ
につき13万5千円が交付されます。

≪研修実施期間≫について

約３ヶ月間で３０日の研修を行って頂きます。（集合研修４日、分野別研修２６日）

平成２２年度～２３年度の間に、６回の開催を予定しています。

第１期 平成２２年７月２０日～９月３０日 第２期 平成２２年１０月～
第３期 平成２３年１月～ 第４期 平成２３年４月～
第５期 平成２３年７月～ 第６期 平成２３年１１月～

今般、三遠南信地域連携ビジョン推進会議（ＳＥＮＡ）は、内閣府「地域社会雇用創造事業」
の事業主体として採択を受け、社会的企業分野での雇用の創出を図るため、「三遠南信地
域社会雇用創造事業」を実施することとなりました。

『社会的企業人材創出・インターンシップ事業』は、この事業の一環として実施するもので
す。三遠南信地域の次の分野の社会的企業に関心を有する研修生を募集し、研修生受入
機関においてインターンシップ（職業体験）研修を実施することで、将来、社会的企業に就業
していただくことを目指します。

① 自然資源分野（森林ビジネス、地域資源活用ビジネス）
② 地域づくり分野（まちづくりビジネス、中山間地域ビジネス）
③ 安心安全分野（食農ビジネス、福祉介護・医療ビジネス）

なお、この事業の一部は、社団法人 東三河地域研究センターに委託しております。

≪研修生受入機関として応募される方へ≫

① 応募手続きは、三遠南信地域社会雇用創造事業インターンシップ事務局（裏面参照）にお問い合わ
せ下さい。

② 第１期研修にかかる研修生受入機関募集の締め切りは 6月16日（水） です。（第２期以降の研修

生受入機関の募集も同時に行っています。）
③ 第１期研修にかかる研修生受入機関募集説明会が、裏面の予定で開催されます。是非ご参加ください。



■研修生受入機関の要件

① 法人格を有すること。
ただし、複数の研修生受入機関が、お互いの研修内容の特徴を踏まえて、共同して応募する場合

にあっては、代表研修生受入機関には法人格が必要になりますが、代表研修生受入機関以外の機
関は法人格を有する必要はありません。

② 三遠南信地域内で研修を１５日以上実施すること（分野別研修26日のうち）。
ただし、研修生受入機関の事業所の所在地は問いません。

※研修の修了後に、当該研修生を雇用しなければならないものではありません。

◇ 三遠南信地域は、以下の市町村等で構成されています。
東三河地域･･･豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町、豊根村
遠 州 地 域･･･浜松市、磐田市、袋井市、湖西市、森町、掛川市※２、菊川市※２、御前崎市※２
南信州地域･･･飯田市、松川町、高森町、阿南町、阿智村、平谷村、根羽村、下條村、売木村

天龍村、泰阜村、喬木村、豊丘村、大鹿村、駒ヶ根市※１

※１は商工会議所として参加
※２は商工会議所として参加 自治体がオブザーバー参加

三遠南信地域社会雇用創造事業インターンシップ事務局

〒440-0888 愛知県豊橋市駅前大通二丁目46番地 名豊ビル6階
≪事業受託団体：社団法人 東三河地域研究センター≫

TEL：0532-21-6647 FAX：0532-57-3780 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：internship＠hrrc.jp

お申し込み・お問合せ先

■ 研修生受入機関募集に関する説明会

◆ 浜松会場 ６月７日（月） 開始時間：１８時３０分～
場所：浜松市市民協働センター 住所：静岡県浜松市中区中央一丁目13-3

◆ 飯田会場 ６月８日（火） 開始時間：１０時～
場所：飯田市役所 301号会議室 住所：長野県飯田市大久保町2534

◆ 豊橋会場 ６月９日（水） 開始時間：１８時３０分～
場所：豊橋市民センター(カリオンビル) 住所： 愛知県豊橋市松葉町二丁目63

※ 参加をご希望される方は、三遠南信地域社会雇用創造事業インターンシップ事務局まで電話、ま

たはメールによりお申し込み下さい。

《三遠南信地域連携ビジョン推進会議（ＳＥＮＡ）》とは？

三遠南信地域の２７市町村と４８商工会議所・商工会等で構成され、浜松市役所内に事務局があ
ります。｢２５０万流域都市圏の創造」を目指して活動を展開しています。

◇


